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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、創業以来、「事業活動を通じて、世界中の人々のくらしの向上と、社会の発展に貢献する」という経営理念に基づき、お客様のくらしの 
夢にお応えし、生涯のご満足をお届けするとともに、大切な資産として受け継がれていく住まいのご提供を行っています。 
また、「企業は社会の公器」という基本理念に基づき、株主の皆様やお客様をはじめとするさまざまなステークホルダーとの対話を通じて説明責任 
を果たし、透明性の高い事業活動を心がけ、公正かつ正直な行動を迅速に行っていくことで、企業価値を高めていくことが重要であると考えて 
います。 
当社は、コーポレート・ガバナンスをそのための重要な基盤と認識し、取締役会と、監査役・監査役会からなる監査役制度を基礎として、実効性 
のあるコーポレート・ガバナンス体制の構築・強化に努めています。 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

〔原則4-10-1 任意の仕組みの活用〕 
取締役・監査役候補者の指名につきましては、社外取締役を含む取締役会において、候補者の実績・経験・能力等を総合的に勘案のうえ、決定 
しております。また、取締役の報酬の決定につきましては、株主総会で決議された報酬総額の枠内において、社外取締役を含む取締役会におい 
て適切に決定しております。なお、取締役の指名・報酬などの事項に関し、より透明性を確保できるよう、今後、独立社外取締役を含めた諮問 
機関を設置し、適切な関与・助言を得ることを検討してまいります。 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

〔原則1-3 資本政策の基本的な方針〕 
当社は、資本政策の動向が株主の利益に重要な影響を与え得ることを踏まえ、次のとおり資本政策の基本方針を定めます。 
≪資本政策の基本方針≫ 
　１．資本政策 
　　　当社は、株主価値を中長期的に高めるため資本コストを意識した、持続的かつ効率的な成長投資を行う一方、投資による積極的な事業 
　　　運営のリスクに耐えうる財務体質の構築に向けて、株主資本比率の向上を目指す。 
　２．株主還元 
　　　当社は、株主からの投下資本に対するリターンの見地から、連結業績に応じた利益配分を基本とし、利益を伴った成長を実現していく過 
　　　程で、連結配当性向30～40％を目安に安定的かつ継続的な配当成長を目指す。 
 
〔原則1-4 いわゆる政策保有株式〕 
当社は、いわゆる政策保有株式に関し、次のとおり基本方針を定めます。 
≪政策保有株式に関する基本方針≫ 
　１．当社は、取引先との事業上の関係などを総合的に勘案して、当社の中長期的な企業価値の向上に必要かつ保有意義が認められると判断 
　　　した株式を取得・保有し、所期の目的を達しているか等保有目的、合理性について、取締役会において定期的に検証する。 
　２．政策保有株式の議決権行使にあたっては、議案が当社または投資先企業の企業価値の向上に資するものかを個別に精査する。 
 
〔原則1-7 関連当事者間の取引〕 
当社と当社取締役個人および執行役員個人との直接取引および当社と当社取締役が代表となっている他団体や他会社との取引など、会社法に 
定める利益相反取引および執行役員との間で利益が相反する取引につきましては、取締役会付議基準で決議・報告事項として手続きを定めて 
います。また、当社と主要株主との取引につきましては、取引の状況を必要に応じて取締役会に報告することとしております。 
本報告書の「１．４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」をご参照ください。 
 
〔原則3-1 情報開示の充実〕 
（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画 
　　　当社は、法令に基づく開示を適切に行うことに加え、会社の意思決定の透明性・公正性を確保し、実効的なコーポレートガバナンスを 
　　　実現するとの観点から、経営理念実践の指針を具体的に表現した行動基準や経営方針について、当社ホームページにて開示しておりま 
　　　すので、ご参照ください。 
≪パナソニックグループ行動基準（パナホーム版）≫ 
　http://www.panahome.jp/company/info/philosophy/conduct/index.html 
≪経営方針≫ 
　http://www.panahome.jp/company/ir/policy/index.html 
 
（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針 
　　　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書の「１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な 
　　　考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」に記載のとおりです。 
　　　なお、2016年度より、≪コーポレート・ガバナンスに関する基本方針≫は「株主総会招集ご通知（参考書類）」にも記載しております。 
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≪第59回定時株主総会招集ご通知≫ 
http://www.panahome.jp/company/ir/stockholder/meeting/pdf/2015_59_shoushu.pdf 
 
（３）取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続 
　　　本報告書の「２．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　【取締役報酬 
　　　関係】」をご参照ください。 
 
（４）取締役・監査役候補の指名方針と手続 
　　　当社は、当社の経営、事業、財務、総務等に関する豊富な知識・経験や、企業経営、財務・会計、法務等の分野における専門知識等や 
　　　様々な経験を有する多様な取締役を選任します。 
　　　取締役の候補につきましては、「役員倫理規準」に即した言動を自覚、実行できる者を、原則として社長が提案し、取締役会において 
　　　審議のうえ、指名します。また、監査役の候補につきましては、「監査役監査基準」で定める監査役候補者の選定基準に即した人物を 
　　　監査役会が同意し、取締役会において審議のうえ、指名します。なお、監査役のうち最低1名は、財務および会計に関して十分な知見 
　　　を有する者とします。 
 
（５）取締役候補・監査役候補の個々の選任・指名についての説明 
　　　社外取締役・社外監査役候補者の選任理由は、本報告書の「２．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポ 
　　　レート・ガバナンス体制の状況　【取締役関係】、【監査役関係】」および、「株主総会招集ご通知（参考書類）」に記載しております。 
　　　なお、2016年度からは、全ての取締役・監査役の候補者につきまして、選任理由を「株主総会招集ご通知（参考書類）」に記載しております。 
≪第59回定時株主総会招集ご通知≫ 
　http://www.panahome.jp/company/ir/stockholder/meeting/pdf/2015_59_shoushu.pdf 
 
〔補充原則4-1-1 取締役会の決議事項と委任の範囲〕 
当社は、取締役会の意思決定の範囲として、法令および定款にて定める事項のほか、重要な意思決定の項目を定めた「取締役会付議基準」を 
「取締役会規則」に設けて運用しております。「取締役会付議基準」におきましては、例えば、経営方針・戦略、執行役員の執行業務・業績 
目標等について、取締役会で審議すべき旨を定めています。 
取締役会は、業務執行の機動性と柔軟性を高め、経営の活力を増大するため、法令、定款および「取締役会規則」に記載する事項以外の業務 
執行の意思決定を執行役員に委任しております。 
 
〔原則4-8 独立社外取締役の有効な活用〕 
当社は、2016年6月開催の定時株主総会におきまして、2名の独立社外取締役を選任し、その全員を独立役員として届け出ています。 
社外取締役の選任理由および独立社外取締役の指定理由につきましては、本報告書の「２．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管 
理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　【取締役関係】会社との関係（2）」をご参照ください。 
なお、取締役会の活性化のため、独立した客観的な立場に基づく、社外取締役・社外監査役による情報交換・認識共有の場を設定しております。 
 
〔原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質〕 
当社は、独立社外取締役につきましては、会社法上の要件および当社が定める≪社外役員の独立性判断基準≫（東京証券取引所が制定する 
独立性判断基準を基にして作成）に充足する者を選任することとしております。 
本報告書の「２．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　【独立役員関係】」を 
ご参照ください。なお、2016年度より、株主総会における取締役選任議案の参考資料として、≪社外役員の独立性判断基準≫を「株主総会招集 
ご通知（参考書類）」にも記載しております。 
≪第59回定時株主総会招集ご通知≫ 
http://www.panahome.jp/company/ir/stockholder/meeting/pdf/2015_59_shoushu.pdf 
 
〔補充原則4-11-1 取締役会全体としてのバランス・多様性・規模等に関する考え方〕 
当社は、取締役会の役割・責務を実効的に果たし、迅速な意思決定に資するよう、取締役会の人数は一定数以下とするとともに、取締役会 
メンバーは以下の知識・経験を有する者で構成することを原則としています。 
　・当社事業に係る幅広い知識と豊富な経験を有する者 
　・経理・会計等に係る幅広い知識と豊富な経験を有する者 
　・法律、コンプライアンス、内部統制等に係る幅広い知識と豊富な経験を有する者 
　・当社事業に関わらず、会社経営あるいは産業・社会等に係る幅広い知識と豊富な経験を有する者 
 
〔補充原則4-11-2 取締役・監査役の他の上場会社の役員の兼任状況〕 
取締役・監査役の他の上場会社の役員の兼任状況につきましては、本報告書の「２．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織 
その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　【取締役関係】、【監査役関係】」および、「株主総会招集ご通知（事業報告・参考書類）」 
に記載しております。 
≪第59回定時株主総会招集ご通知≫ 
http://www.panahome.jp/company/ir/stockholder/meeting/pdf/2015_59_shoushu.pdf 
 
〔補充原則4-11-3 取締役会の実効性評価〕 
当社では、各取締役・監査役によるアンケート方式での自己評価を実施し、取締役会全体の実効性について、分析・評価を行っています。 
2015年度においては、取締役会の構成・運営・意思決定、および、取締役会による監督等を確認した結果、当社取締役会は適切に運営されて 
おり、取締役会の実効性は十分確保されていると評価しております。 
なお、取締役会の機能を更に向上させるため、効果的・効率的な取締役会の運営、情報の事前共有、経営に関わる課題の共有について見直し 
を図ってまいります。 
 
〔補充原則4-14-2 取締役・監査役に対するトレーニングの方針〕 
当社は、取締役および監査役がその役割・責務を適切に果たすために必要なトレーニングの方針を定めています。 
≪取締役・監査役に対するトレーニングの方針≫ 
　１．当社は、取締役・監査役の就任時に、その役割や責務を適切に果たすために必要な知識・情報を取得、更新するための機会を提供する。 
　２．当社は、社外役員については、その就任時に加え、必要に応じて、当社の経営理念、事業内容、財務状況、組織等を理解する機会を 
　　　積極的に提供する。 
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　３．当社は、取締役・監査役の就任後も、会社の事業・財務・組織等に関する知識として、法律・規制、会計や安全管理など、経営上有益 
　　　となり得る時宜を得たテーマについて、定期的かつ継続的に第三者による集合研修を行う。 
 
〔原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針〕 
当社は、株主との建設的な対話を通じ、持続的な企業価値の向上に資するよう努めます。また、株主との建設的な対話を促進するための体制 
を整備し、そのための取組みに関する基本方針を作成し公表します。 
≪株主との建設的な対話を促進するための方針≫ 
　１．基本方針 
　　　当社のＩＲ活動では、重要なステークホルダーである国内外の株主・投資家との長期的に良好な関係の構築に向け、法的開示のみなら 
　　　ず公正かつ正確な財務情報や経営方針のほか、その背景にある要因や経営環境などを適時適切にわかりやすく提供することを、情報開 
　　　示の基本とする。 
　２．建設的な対話を促進する体制 
　　（１）取締役および執行役員と株主との対話 
　　　　　株主との対話は、ＩＲ担当部門が担い、ＩＲ担当役員が統括する。株主から個別の要望がある場合には、株主の希望と面談の主な 
　　　　　関心事項も踏まえたうえで、合理的な範囲で、社長、取締役および執行役員が面談に臨む。 
　　（２）ＩＲ担当部署の設置 
　　　　　ＩＲ担当役員を選任するとともに、担当部門として経理部内にＩＲグループを設置し、株主との対話を通じ、持続的な企業価値の 
　　　　　向上に資するよう努める。 
　　（３）関連部署との連携 
　　　　　株主からの対話を合理的かつ円滑に行うために、ＩＲ担当部門が中心となり、経営企画室、各事業本部、営業部等関連部門と連携 
　　　　　を図る。 
　３．個別面談以外のＩＲ活動の充実 
　　　機関投資家に対しては、個別面談のほか半期毎に決算説明会を開催し、社長が説明を行う。 
　　　また、必要に応じて施設見学会を開催するなど、ＩＲ活動の充実を図る。 
　４．株主の意見の経営へのフィードバック 
　　　投資家との対話を通じて得られた意見・要望等は、取締役および執行役員にフィードバックを適時・適切に行い、課題認識を共有する。 
　５．インサイダー情報管理 
　　　未公表の重要な内部情報（インサイダー情報）が外部へ漏洩することを防止するため、「インサイダー取引防止に関する規程」に基づき、 
　　　情報管理責任者と連携を図り情報管理を徹底する。 

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

パナソニック株式会社 91,036,634 54.00

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE-SSD00 3,986,200 2.36

パナホーム社員持株会 3,147,343 1.86

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,102,000 1.84

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10 2,408,000 1.42

株式会社三井住友銀行 2,358,726 1.39

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,145,000 1.27

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG(FE-AC) 2,027,527 1.20

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,987,844 1.17

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 1,792,668 1.06

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 パナソニック株式会社　（上場：東京、名古屋）　（コード）　6752

補足説明

――― 

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 建設業
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直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社は上場会社として一定の独立性を確保し、パナソニック株式会社との取引においても、一般取引と同様、公正かつ適切に行っており、支配 
株主を利する取引、当社ひいては少数株主に不利益な取引はないと考えています。 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

パナソニック株式会社は、当社の議決権を54.5％所有しており、当社はパナソニック株式会社の子会社であります。 
当社は、親会社から、製品および原材料等の仕入を行っておりますが、購入価格については、市場価格を勘案した一般取引と同様の条件に 
よっております。また、グループファイナンスによる資金の寄託に係る金利については、市場金利を勘案した合理的な利率によっております。 
これらのことから、当社取締役会は、独自の経営判断で事業活動、経営上の決定を行っており、一定の独立性が確保されているものと考え、 
親会社との間の取引に際し、当社の利益が害されていないものと判断しております。 
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

一條　和生 学者

寺川　尚人 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目 
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

一條　和生 ○ ＜重要な兼職状況＞ 
・一橋大学大学院国際企業戦略研究科 
　研究科長　教授 
・ＩＭＤ（国際経営開発研究所）兼任教授 
・株式会社電通国際情報サービス 
　社外取締役 
・株式会社シマノ　社外取締役

〔選任理由〕 
一條和生氏は、長年社会学の研究に携わっ 
ておられ、特に国際企業戦略および知識創 
造理論に基づいた企業変革に関する極めて 
高度な専門知識を有し、社会的見地からそ 
の知識・経験を当社経営全般に活かしてい 
ただくため、引き続き、社外取締役に選任し 
ました。 
 
〔独立役員指定理由〕 
一條和生氏と当社との間で特別な利害関係 
はなく、会社法上の要件および当社が定める 
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≪社外役員の独立性判断基準≫（東京証券 
取引所が制定する独立性判断基準を基にし 
て作成）を満たしており、一般株主と利益相反 
が生じるおそれがないと判断し、独立役員に 
指定しています。 
（当社が定める≪社外役員の独立性判断基 
準≫は、本報告書「２．経営上の意思決定、 
執行及び監督に係る経営管理組織その他の 
コーポレート・ガバナンス体制の状況　【独立 
役員関係】」をご参照ください。）

寺川　尚人 ○

＜重要な兼職状況＞ 
・株式会社Indigo Blue 代表取締役社長 
・テラ・マネジメント・デザイン株式会社 
代表取締役社長 

〔選任理由〕 
寺川尚人氏は、従来の枠組みにとらわれるこ 
とのない経営者としての豊富なキャリアと高い 
見識を当社の経営に反映していただくため、 
社外取締役に選任しました。 
 
〔独立役員指定理由〕 
寺川尚人氏と当社との間で特別な利害関係 
はなく、会社法上の要件および当社が定める 
≪社外役員の独立性判断基準≫（東京証券 
取引所が制定する独立性判断基準を基にし 
て作成）を満たしており、一般株主と利益相反 
が生じるおそれがないと判断し、独立役員に 
指定しています。 
（当社が定める≪社外役員の独立性判断基 
準≫は、本報告書「２．経営上の意思決定、 
執行及び監督に係る経営管理組織その他の 
コーポレート・ガバナンス体制の状況　【独立 
役員関係】」をご参照ください。）

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

１．監査役と会計監査人の連携状況 
　　監査役と会計監査人の連携については、年10回程度の会合を行い、監査計画の打合せ、監査の報告・決算の説明を受けるとともに、重要な 
　　指摘事項はその都度報告を受けています。また、会計監査人による実査および監査には、監査役が年5回程度の立会いを行っています。 
 
２．監査役と内部監査部門の連携状況 
　　監査役と内部監査部門の連携については、年12回程度の会合で情報交換を行うとともに、年数回、内部監査に立ち会っています。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

有田　勝彦 公認会計士
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松田　繁三 弁護士 ●

※　会社との関係についての選択項目 
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

有田　勝彦 ○ ―――

〔選任理由〕 
有田勝彦氏は、長年にわたり公認会計士と 
して会計監査業務に従事するなど、財務お 
よび会計に関する相当程度の知見を有する 
者であることから、社外監査役に選任してい 
ます。 
 
〔独立役員指定理由〕 
有田勝彦氏と当社との間で特別な利害関係 
はなく、会社法上の要件および当社が定める 
≪社外役員の独立性判断基準≫（東京証券 
取引所が制定する独立性判断基準を基にし 
て作成）を満たしており、一般株主と利益相反 
が生じるおそれがないと判断し、独立役員に 
指定しています。 
（当社が定める≪社外役員の独立性判断基 
準≫は、本報告書「２．経営上の意思決定、 
執行及び監督に係る経営管理組織その他の 
コーポレート・ガバナンス体制の状況　【独立 
役員関係】」をご参照ください。）

松田　繁三 　
＜重要な兼職状況＞ 
・松田法律事務所事務所所長弁護士 
・株式会社ＥＭシステムズ社外監査役

〔選任理由〕 
松田繁三氏は、弁護士としての豊富な経験 
と高い見識を当社の監査に反映していただ 
くため、社外監査役に選任しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

【社外役員の独立性についての会社の考え方】 
当社は、東京証券取引所が制定する独立性判断基準を基に≪社外役員の独立性判断基準≫を策定しております。 
この独立性判断基準の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。 
 
≪社外役員の独立性判断基準≫ 
　当社における社外取締役または社外監査役（以下、併せて「社外役員」という）が独立性を有すると判断するためには、以下の要件の全てに 
　該当しないことが必要である。 
　　１．当社および当社の子会社（注1）(以下、併せて「当社グループ」という)の業務執行者（注2） 
　　２．当社グループを主要な取引先とする者（注3）またはその業務執行者 
　　３．当社グループの主要な取引先（注4）またはその業務執行者 
　　４．当社の大株主(総議決権の10％以上の議決権を直接保有している者)またはその業務執行者および監査役 
　　５．当社と同一の親会社（注1）を有する他の会社の業務執行者および監査役 
　　６．当社グループが総議決権の10％以上の議決権を直接保有している者またはその業務執行者および監査役 
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　　７．当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者 
　　８．当社グループから役員報酬以外に、多額（注5）の金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計士、税理士またはコンサル 
　　　　タント等 
　　９．当社グループから多額（注5）の金銭その他の財産上の利益を受けている法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティング・ 
　　　　ファーム等の法人、組合等の団体に所属する者 
　１０．当社グループから多額（注5）の寄付または助成を受けている者または法人、組合等の団体の理事その他の業務執行者 
　１１．当社グループの業務執行取締役、常勤監査役が他の会社の社外取締役または社外監査役を兼任している場合において、当該他の 
　　　　会社の業務執行取締役、執行役、執行役員または支配人その他の使用人である者 
　１２．上記１～１１に過去3年間において該当していた者 
　１３．上記１～１２に該当する者が重要な者（注6）である場合において、その者の配偶者または二親等以内の親族 
 
　（注） 
　　注１．親会社および子会社とは、財務諸表規則第8条第3項に規定するものをいう。 
　　注２．業務執行者とは、法人その他の団体の業務執行取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、理事、その他これらに準じる者お 
　　　　　 よび使用人をいう。 
　　注３．当社グループを主要な取引先とする者とは、年間1,200万円以上でかつ直近事業年度におけるその者の年間連結売上高の2％以上の 
　　　　　 額の支払いを当社グループから受けた者をいう。 
　　注４．当社グループの主要な取引先とは、直近事業年度における当社の年間連結売上高の2％以上の額の支払いを当社グループに行って 
　　　　　 いる者、直近事業年度末における当社の連結総資産の2％以上の額を当社グループに融資している者をいう。 
　　注５．多額とは、過去3事業年度の平均で、個人の場合は年間1,200万円以上、法人、組合等の団体の場合は、年間1,200万円以上でかつ 
　　　　　 当該団体の連結売上高もしくは総収入の2％を超えることをいう。 
　　注６．重要な者とは、取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、執行役員および部長格以上の上級管理職にある使用人を 
　　　　　 いう。 

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、取締役（社外取締役を除く） 及び執行役員を対象に、短期インセンティブとして「業績連動報酬」を取り入れ、 業績向上への意欲を高め 
るために、売上、営業利益などを指標とした全社及び担当事業の業績評価を報酬に反映させます。 
また、長期インセンティブとして、株式交付信託による「株式報酬」を導入します。これは、当社株主と利益意識を共有し、長期的視点で企業価値 
向上に取り組むことを目的としています。権利行使については、取締役、執行役員の地位を喪失した以降の定められた日としています。 

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

――― 

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書および事業報告において、全取締役の総額を開示しています。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

2015年度における当社の取締役および監査役に対する報酬支給額は、各々219百万円（うち社外取締役10百万円）、38百万円（うち社外監査役 
17百万円）です。 
2016年6月開催の定時株主総会において、取締役の報酬額を年額3億6,000万円以内とし、別途、株式報酬制度において、当社が拠出する株式 
取得資金の上限を年額2,000万円とすることが決議されました。 
当社は、取締役（社外取締役を除く） 及び執行役員を対象に、短期インセンティブとして「業績連動報酬」を取り入れ、 業績向上への意欲を高め 
るために、売上、営業利益などを指標とした全社及び担当事業の業績評価を報酬に反映させます。また、長期インセンティブとして、株式交付信 

8



託による「株式報酬」を導入し、当社株主と利益意識を共有し、長期的視点で企業価値向上に取り組んでまいります。 
なお、監査役報酬は2006年6月開催の定時株主総会において、年額73百万円以内と決議されています。 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役のサポート体制は、取締役会事務局が、取締役の意思決定に必要な情報を随時提供し、また、社外監査役のサポート体制は、常勤 
監査役ならびに監査役室のスタッフが活動報告、情報の提供等を行っております。 
取締役会の付議議案につきましては、あらかじめ会議資料を集約したうえで、取締役会開催前に、取締役・監査役に対して議題および説明資料 
を連絡するとともに、社外取締役には、必要に応じて担当役員より事前説明を行い、社外監査役には、監査役会において事前協議を行うなど、 
社外取締役・社外監査役が事前に検討できる体制を整備しております。 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

〔業務執行・監督の方法〕 
当社は執行役員制度を導入して、執行役員に執行責任を負わせて業務執行に当たらせており、現在は16名（2016年6月23日現在。うち取締役 
兼務者6名）の執行役員を選任しています。また、取締役会には経営における意思決定および監督に集中させるガバナンス体制を敷き、取締役 
の責任を明確にしています。 
 
〔意思決定〕 
当社の意思決定につきましては、取締役会と社内決裁手続により行われていますが、この決定を適正かつ的確に行うための機関として、各機 
能別会議をはじめ、各主管部署に事務局を設置し、主に次のような会議体を運営しています。 
 
・全社デシジョン会議 
　毎月1回、取締役、各事業部・本部・部門を担当する関係執行役員（オブザーバーとして監査役）が適時開示項目に該当する案件の審議検討 
　のほか、基本方針および経営戦略に関わる実務上の決定を行っています。 
 
・経営検討会 
　毎月1回、取締役および各事業部・本部・部門を担当する関係執行役員・関係理事・事業部長（オブザーバーとして監査役）が、経営執行上の 
　方針徹底、政策検討、事業計画推進管理、対策検討、方向付けを審議しています。 
 
・全社経営責任者会議 
　年2回、取締役、執行役員、理事（オブザーバーとして監査役）および部門責任者等が、事業方針の徹底を図っています。 
 
・事業計画検討会 
　年1回、取締役、各本部・部門を担当する関係執行役員・理事、関係部門責任者および関係子会社役員が、事業計画の立案・検討を行って 
　います。 
 
・リスクマネジメント委員会 
　取締役、各職能を担当する執行役員・責任者（オブザーバーとして監査役）で構成するリスクマネジメント委員会において、重要リスク対策に 
　ついて審議し、取締役会の諮問に対して答申する体制を取っています。また、緊急事態発生時には、全社緊急対策本部を設置し、全社横断 
　的に事態への対応を行います。 
 
〔監査役監査基準〕 
この監査基準は、監査役の職責とそれを果たすうえでの心構えを明らかにし、併せて、その職責を遂行するための監査体制のあり方と、監査に 
あたっての基準および行動を定めています。 
 
〔監査の状況〕 
監査の組織・人員および手続き等としては、監査役監査の実効性を高め、かつ監査職務を円滑に遂行するため、取締役から独立した監査役室 
を監査役会の直轄下に設置し、執行部門の組織から分離させるとともに、監査役室には専任の監査役スタッフを配置しています。 
 
監査役への報告体制としては、取締役および使用人等は監査役主催の定例報告会等において、業務の運営や課題等について報告するととも 
に、特に重要な事項についてはその都度報告を行っています。 
会社の意思決定事項については重要会議に監査役の出席を要請して適宜報告するとともに、決裁事項は電子決裁システムによりすべて閲覧 
可能な状態にしています。また、「監査役通報システム」によって、会計および監査における不正や懸念事項について、使用人が直接監査役会 
に通報する体制を構築しています。 
 
監査役監査の実効性確保のための体制としては、監査役が毎年策定する監査計画に従い、グループとして会計監査人、内部監査部門との相 
互連携等を含む実効性ある監査を実施できる体制を整えています。各部門・事業場および子会社・関連会社においては監査役往査に協力する 
とともに、内部監査部門も定例報告会等で適宜報告するなど連携することにより、監査役監査の実効性向上に協力しています。 
このほか、内部監査・情報セキュリティ監査等の実施、グループ会社への監査役の派遣、内部監査部門等による監査の実施等を行っています。 
なお、指定有限責任社員業務執行社員として、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、大西康弘、大谷博史であり、有限責任監査法人 
トーマツに所属しています。会計監査業務に係る補助者は、公認会計士15名、会計士補等8名、その他11名です。 
 
また、当社グループ監査役との連携を図るために、常任監査役が議長を務める「パナホームグループ監査役会議」を設置し運用しています。 
 
〔監査役の機能強化に関する取組状況〕 
前述の「監査の状況」のほか、本報告書の「２．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制 
の状況　【監査役関係】　「監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況」および「社外監査役の選任状況」」に記載のとおりです。 
 
〔社外役員の情報交換・認識共有〕 
当社は、取締役会の活性化のため、独立した客観的な立場に基づく、社外取締役・社外監査役による情報交換・認識共有の場を設定していま 
す。 
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〔報酬〕 
報酬につきましては、株主総会の決議により取締役全員および監査役全員のそれぞれの報酬総額の最高限度額を決定していることから、この 
点で株主の監視が働く仕組みとなっています。 
　・各取締役の報酬額は、取締役会において当社が定める一定の基準に基づき決定しています。 
　・各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定しています。 
取締役の報酬については、経営実績に対する貢献度を報酬に連動させるため、担当する部門の事業計画達成度合い等に応じた評価を、各人 
の支給額に反映させています。 
株主利益に立脚した評価の徹底を通じ、当社グループ全体の長期継続的な成長性、ならびに企業価値の向上を図っています。 
 
〔責任限定契約〕 
当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してい 
ます。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としています。 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

変化の激しい事業環境に迅速かつ的確に対応できる体制を構築するために、2002年6月より、執行役員制度を導入し、経営における意思決定 
および監督と業務執行を分離いたしました。 
これにより、取締役会がより監督機能に集中できるガバナンス体制を敷くとともに、監査役が業務執行の適法性・妥当性を監査することにより、 
経営の監視機能面では、十分な牽制機能が働く体制が整っていると判断しています。また、今年度に社外取締役を2名選任したことで、経営に 
多様な視点を取り入れるとともに、取締役の相互監視機能を強化できると考えています。 
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主様に当社事業の状況や議案の内容等を十分検討したうえで議決権を行使していただけ 
るよう、招集通知の早期発送に努めています。 
また、2016年より、招集通知発送に先立ち、日本語版招集通知（全文）、連結注記表および 
個別注記表とともに、英語版招集通知（要約）を証券取引所および当社のウェブサイトにお 
いて掲載しています。 
なお、2016年6月開催の定時株主総会招集通知は、5月27日に、上記の各サイトに掲載し、 
5月30日に発送しました。

集中日を回避した株主総会の設定
より開かれた株主総会を目指し、2007年の株主総会から集中日以外の日に開催しています。 
なお、2016年は6月23日に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使
議決権行使に関する株主様の利便性を勘案し、2006年より議決権の電子投票制度を導入し 
ました。また、2016年に(株)ＩＣＪの議決権電子行使プラットフォームの利用も可能にしました。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

2016年より、(株)ＩＣＪの議決権電子行使プラットフォームに参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供
2016年より証券取引所、議決権電子行使プラットフォームおよび当社のウェブサイトにおい 
て掲載しています。

その他 〔株主総会に対する基本姿勢・方針〕 
当社の株主総会は、以下の基本姿勢・方針に基づき開催・運営しています。 
 
・足を運んでいただいた株主様には、感謝とおもてなしの心で、笑顔の応対を心がけ、心地 
　よい演出・雰囲気づくりに努めます。 
 
・投資いただいた株主様には、安心と期待をお持ちいただくために、誠実かつ丁寧でわかり 
　やすい説明に努めて当社への関心や期待を高め、パナホームファンづくりにつなげてまい 
　ります。 
 
・地球環境と当社の未来のために、エコでスマートなくらしの実現を目指し、環境経営に貢献 
　でき、効率的かつ効果的な開催・運営に努めます。 
 
〔株主総会の活性化および議決権行使の円滑化に向けた取組み〕 
・株主様に株主総会での報告事項・決議事項をより一層理解していただくため、事業報告を 
　はじめ、議案などの内容をビジュアル化しています。 
 
・ＵＤ（ユニバーサルデザイン）フォントの採用など、株主様にわかりやすい招集通知の作成 
　を心がけています。 
 
・株主様の便宜を図るため、証券取引所、議決権電子行使プラットフォームおよび当社の 
　ウェブサイトにおいて、招集通知日本語版（全文）および英語版招集通知（要約）を掲載し 
　ています。 
 
・環境経営貢献の観点などを総合的に勘案し、2010年より、連結注記表および個別注記表 
　は招集通知に添付せず、証券取引所、議決権電子行使プラットフォームおよび当社の 
　ウェブサイトにおいて開示しています。 
 
〔株主総会議案の議決結果〕 
当社第59回定時株主総会において、次のとおり決議事項が決議されました。 
 
１．当該株主総会が開催された年月日 
　　2016年6月23日 
 
２．当該決議事項の内容 
　　第1号議案　取締役9名選任の件 
　　　　　　　　　　取締役として、松下龍二、畠山誠、中田充彦、本郷淳、濱谷英世、 
　　　　　　　　　　渡部伸一、一條和生、寺西信彦、および寺川尚人を選任する。 
 
　　第2号議案　取締役の報酬額変更の件 
　　　　　　　　　　取締役の報酬額を年額3億6,000万円以内とする。 
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　　第3号議案　取締役に対する株式報酬等の額および内容決定の件 
　　　　　　　　　　取締役（社外取締役を除く。）および執行役員に対する株式報酬制度を導入 
　　　　　　　　　　する。 
 
３．当該決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議 
　　事項が可決されるための要件ならびに当該決議の結果 
 
　　決議事項 ｜ 賛成(個) ｜ 反対(個) ｜ 棄権(個) ｜ 可決要件｜ 決議の結果 
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 
第1号議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）1 
　　松下　龍二｜ 138,697 ｜　　 1,367　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（98.70％） 
　　畠山　誠　 ｜ 139,145 ｜　　　 919　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（99.02％） 
　　中田　充彦｜ 139,145 ｜　　　 919　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（99.02％） 
　　本郷　淳　 ｜ 139,145 ｜　　　 919　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（99.02％） 
　　濱谷　英世｜ 138,702 ｜　　 1,362　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（98.70％） 
　　渡部　伸一｜ 138,702 ｜　　 1,362　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（98.70％） 
　　一條　和生｜ 139,580 ｜　　　 484　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（99.33％） 
　　寺西　信彦｜ 138,702 ｜　　 1,362　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（98.70％） 
　　寺川　尚人｜ 139,706 ｜　　　 359　｜　　　　―　｜　　　　　　 ｜可決（99.42％） 
第2号議案　　 ｜ 139,896 ｜　　　 172　｜　　　　―　｜　　（注）2 ｜可決（99.55％） 
第3号議案　　 ｜ 139,683 ｜　　　 387　｜　　　　―　｜　　（注）2 ｜可決（99.40％） 
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 
（注）1．議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主の出席 
　　　　　および出席した当該株主の議決権の過半数の賛成であります。 
　　　2．出席した株主の議決権の過半数の賛成であります。 
 
４．議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 
　　当該株主総会前日までの事前行使分および当日出席の一部の株主から各議案の賛否 
　　に関して確認できたものを合計したことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が 
　　成立したため、当該株主総会当日出席の株主のうち、賛成、反対および棄権の確認が 
　　できていない議決権数は加算しておりません。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算発表および第2四半期決算発表後に、実績や事業戦略についての 
説明会を開催しています。 
機関投資家の定期的な個別訪問・来社に対応しています。

あり

IR資料のホームページ掲載

社長メッセージと企業データについては、和英とも掲載しています。 
決算や実績内容については、決算短信や中期計画発表資料、決算説明 
資料、ファクトブックなどを掲載しています。 
加えて、有価証券報告書、アニュアルレポート等も掲載し、投資家の利便 
性に配慮したＩＲサイトの運営に努めています。 
http://www.panahome.jp/company/ir/library/index.html（日本語） 
http://www.panahome.jp/english/ir/index.html （英語）

IRに関する部署（担当者）の設置 経理部にＩＲグループを設置しています。

その他
個人株主を主たる対象として、当社の事業をより理解いただけるよう、 
年2回「株主通信」を発行しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

「パナソニックグループ行動基準」において規定しています。 
http://www.panahome.jp/company/info/philosophy/conduct/index.html

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 パナホームグループの環境活動を中心に、当社の社会的責任に関する考え方と取組みをお 
伝えする 
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「パナホームグループ環境報告書」を作成し、公開しています。 
http://www.panahome.jp/company/environment/env_data/download.html

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「パナソニックグループ行動基準」において規定しています。 
http://www.panahome.jp/company/info/philosophy/conduct/index.html

その他

〔多様性推進の取組みについて〕 
当社は、異なる価値観を認め合う多様性あふれる風土の構築を目指して、多様性推進の取 
組みに力を入れています。 
特に女性の活躍推進では、採用拡大や職域拡大への積極的な取組みで成果を上げ、2011年 
度に厚生労働省「均等・両立推進企業表彰」において均等推進企業部門「大阪労働局長優良 
賞」を受賞しました。 
女性活躍推進法における行動計画（2016年4月～2019年3月）では総合職女性採用比率を 
平均35％以上、女性管理職を3年間で10人以上増やすことを掲げております。 
また、女性の定着と育成を目的に企業を超えたネットワークづくりに注力し、住宅メーカー合同 
で開催する住宅メーカー女性営業交流会では、当社女性営業所長がロールモデルとなり業界 
全体の女性活躍推進を牽引しています。 
また、女性の管理職登用に向けた研修や女性のキャリア促進に向けた取組みを積極的に行っ 
ています。 
〔当社の女性比率〕　2016年4月1日現在 
　・管理職の女性比率　　 2．2％（ 21名） 
　・正社員の女性比率　 17．6％ （732名） 
　・2016年定期採用入社者（総合職）女性比率 
　 全体40．9％（59名）　事務系33％、技術系50．7％
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

会社法の要請を満たすため、また、会社経営の透明性・健全性を確保しつつ、継続的な企業価値の向上を図るため、「内部統制システムの 
整備に関する基本方針」を決定しています。 
その基本方針および当社の整備状況は、次のとおりです。なお、2015年10月28日開催の取締役会において、この基本方針を一部改定する 
ことを決定しました。 
 
１．取締役の職務執行の適法性を確保するための体制 
　　コンプライアンス意識の徹底を図るとともに、効果的なガバナンス体制およびモニタリング体制を整えることによって、取締役の職務執行の 
　　適法性を確保します。 
 
（運用状況） 
　・「パナソニックグループ行動基準」や「役員倫理規準」等の社内規程を制定し、取締役が法令および定款に則って行動するように徹底してい 
　　ます。また、取締役就任時には、その役割・責務を果たすうえで必要な知識を習得する機会を提供し、就任期間中も、適宜社外の有識者に 
　　よる経営やコンプライアンスに関する講演等、取締役が必要な知識を習得する機会を提供しています。 
　・社外取締役を選任し、かつ、取締役会等を通じて社外取締役からの発言が積極的に行われる機会を設け、監督機能を強化しています。 
　・監査役および監査役会による監査等を実施しています。 
 
２．取締役の職務執行に関する情報の保存と管理に関する体制 
　　取締役の職務執行に関する情報は、法令および社内規程に基づき、適切に保存と管理を行います。 
 
（運用状況） 
　・取締役会議事録は、取締役会ごとに作成され、取締役会事務局により、永久保存しています。 
　　また、決裁願は、社長決裁願取扱業務規程に基づいて保存しています。 
 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
　　リスク管理に関する規程を制定し、事業経営に影響を与えるリスクを洗い出し、重要リスクを特定します。 
　　各重要リスクについて対策を講じるとともに、その進捗をモニタリングし、継続的改善を図ります。 
 
（運用状況） 
　・「リスクマネジメント基本規程」に従って、「リスクマネジメント委員会」を中心に、リスク情報を一元的・網羅的に収集・評価して、重要 
　　リスクを特定するとともに、その重要性に応じてリスクへの対応を図っています。 
 
４．取締役の職務執行の効率性を確保するための体制 
　　意思決定の迅速化を図るとともに、事業計画等の策定によって経営目標を明確化し、その達成状況を検証することによって、取締役の職務 
　　執行の効率性を確保します。 
 
（運用状況） 
　・意思決定手続きの明確化、社長決裁規程の運用、取締役と執行役員の役割分担、担当役員・中央部長への権限委譲、経営上重要な情報 
　　の正確かつ迅速な収集・伝達のためのＩＴシステムの整備等により、意思決定の迅速化を図っています。 
　・中期計画、事業計画等を策定し、月次決算において達成状況を確認・検証のうえ、その対策を立案・実行しています。 
 
５．使用人の職務執行の適法性を確保するための体制 
　　コンプライアンスに対する方針の明示によって、使用人のコンプライアンス意識の向上を図ります。また、効果的なモニタリング体制を整え 
　　ることによって、使用人の職務執行の適法性を確保します。 
 
（運用状況） 
　・「パナソニックグループ行動基準」等の社内規程の策定や「コンプライアンス月間」の全社取り組み、階層別研修・eラーニングをはじめと 
　　する各種の啓発活動を行っています。 
　・内部監査・建設法令監査・情報セキュリティ監査等の実施、各種ホットラインの運用等を通じて不正行為の早期発見に努めています。 
　・反社会的勢力に対しては、企業行動委員会（反社会的勢力との関係根絶の取り組みを推進する組織）による組織対応を行なうとともに、不 
　　当要求防止責任者を配置し、一切の関係遮断を図っています。 
 
６．企業集団における業務の適正を確保するための体制 
　　当社は、グループ会社の自主責任経営を尊重しつつも、当社グループとしての業務の適正性を確保するために、グループ会社に対して当社 
　　の経営方針・経営理念および内部統制システムの整備に関する基本方針を徹底し、当社への報告体制を整備します。 
 
（運用状況） 
　・「パナソニックグループ行動基準」の運用、グループ横断的な職能規程の策定、グループ会社への取締役および監査役の派遣・株主権の 
　　行使、グループ会社との事前協議基準の運用、内部監査部門等による監査の実施、経営方針発表による目標の共有化および通達等に 
　　より、当社の内部統制システムの基本方針をグループ会社に徹底するとともに、グループ会社との間で適切な情報伝達等を行っています。 
　・上記各体制のもとで当社グループの業務の適正性を確保することにより、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制についても 
　　適切な対応を行っています。 
 
７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
　　監査役監査の実効性を高め、かつ監査職務を円滑に遂行するため、取締役から独立した組織を設けます。 
 
（運用状況） 
　・専任の監査役スタッフが所属する監査役室を監査役会の直轄下に設置し、執行部門の組織から分離させています。監査役スタッフには 
　　監査役の要求する適切な能力、知見を有する人材を配置しています。 
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８．監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項 
　　監査役スタッフは社内規程に従いますが、監査役スタッフへの指揮命令権は各監査役に属するものとし、人事事項については監査役と 
　　事前協議を行うものとします。 
 
（運用状況） 
　・各監査役が、監査役スタッフへの指揮命令を行い、監査役スタッフは、それに従って監査役の職務の補助を行っています。 
　・監査役スタッフの異動、処遇等の人事事項は、監査役と事前協議のうえ実施しています。 
 
９．当社および子会社の取締役および使用人等が当社監査役に報告をするための体制 
　　当社およびグループ会社の取締役および使用人等が監査役に対して適切に報告する機会と体制を確保します。 
 
（運用状況） 
　・当社およびグループ会社の取締役および使用人等が、監査役主催の定例報告会等において、業務の運営や課題等について報告すると 
　　ともに、特に重要な事項についてはその都度報告を行っています。 
　・会社の意思決定事項については、重要会議に監査役の出席を要請して適宜報告するとともに、決裁事項は電子決裁システムによりすべて 
　　閲覧可能な状態にしています。 
　・「監査役通報システム」によって、会計および監査における不正や懸念事項について、当社およびグループ会社の使用人等が直接、当社の 
　　監査役会に通報する体制を構築しています。 
 
10．監査役への報告をした者が報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
　　当社およびグループ会社の使用人等が監査役に報告する機会と体制の確保にあたり、報告を行った使用人等が報告を理由として不利な 
　　取扱いを受けないようにします。 
 
（運用状況） 
　・報告者に対し報告を理由とした不利な取扱いが行われないよう、関連部門に要請しています。また、「社内通報規程」に従って、「監査役 
　　通報システム」において、匿名での通報を認めるとともに、通報したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止しています。 
 
11．監査役の職務執行について生ずる費用または債務の処理に関する方針 
　　監査の実効性を確保するため、監査役の職務執行について生ずる費用の予算を毎年計上し、計上外で拠出する費用についても、法令に 
　　則って会社が前払いまたは償還します。 
 
（運用状況） 
　・「監査役監査基準」に従い、監査の実効性を確保するために、監査役の職務の執行上必要と見込まれる費用について、あらかじめ予算を 
　　計上しています。 
　・緊急または臨時に拠出した費用についても、法令に則って会社が前払いまたは償還しています。 
　・監査役は監査費用の支出にあたってその効率性および適正性に留意しています。 
 
12．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
　　監査役が毎年策定する監査計画に従い、グループとして会計監査人、内部監査部門との相互連携等を含む実効性ある監査を実施できる 
　　体制を整えます。 
 
（運用状況） 
　・当社グループ監査役との連携を図るために、当社常任監査役が議長を務める「パナホームグループ監査役会議」を設置し運用しています。 
　・各部門・事業所および子会社・関連会社においては監査役往査に協力するとともに、内部監査部門も定例報告会等で適宜報告するなど、 
　　監査役と連携することにより、監査役監査の実効性向上に協力しています。 
　・代表取締役と監査役は定期的におよび必要に応じて、意見交換を行っています。また、各部門は監査役による国内外の事業場往査に協力 
　　し、内部監査部門も監査役に適宜報告するなど、監査役と連携することにより、監査役監査の実効性向上に協力しています。 
　・会計監査人による監査計画策定、四半期レビュー、期末監査の際に、監査役と会計監査人は定期的に会合を持ち、説明・報告等を受けると 
　　ともに、必要に応じて意見交換を行っています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「パナソニックグループ行動基準」および「内部統制システムの整備に関する基本方針」の運用状況に、反社会的勢力との関係遮断に 
ついて明記したうえで、以下の事項に取り組んでいます。 
 
１．対応組織および不当要求防止責任者の設置状況 
　　企業行動委員会を中心に反社会的勢力への対応を行うとともに、不当要求防止責任者を配置して、反社会的勢力との関係遮断の徹底を 
　　行っています。 
 
２．外部の専門機関との連携状況 
　　反社会的勢力への対応を迅速に行うべく、所轄の警察署、企業防衛対策協議会、弁護士等と日常より緊密に連携しています。 
 
３．取引先の調査 
　　新規取引先と取引を開始する際には、企業行動委員会において反社会的勢力との関係を事前審査するしくみを導入しています。 
　　また、毎年1回、全社の取引先・関係先について、反社会的でないことを点検し、企業行動委員会において確認しています。 
 
４．反社会的勢力排除条項の記載 
　　相手方の属性が反社会的勢力であることが判明した場合、直ちに契約を解除できるように、取引基本契約等に反社会的勢力排除条項を 
　　記載し、関係遮断を図っています。 
 
５．研修の実施 
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　　反社会的勢力との関係、不当な利益供与、お客様平等の原則に反する行為などが起こらないよう、パナソニックグループにおいて定期的 
　　に開催される企業対象暴力排除研修に積極的に参加するなど、啓発活動を推進しています。
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Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

――― 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】 
 
〔当社グループにおけるディスクロージャー（情報開示）基本方針〕 
当社グループは「企業は社会の公器」との経営理念のもと、透明性の高い事業活動を心がけ、ステークホルダーに対する説明責任を果たす 
ことに努めています。 
当社グループの情報開示に対する基本的な考え方は、当社グループの経営理念を実践するために順守すべき具体的項目を制定した「パナ 
ソニックグループ行動基準（パナホーム版）」に以下のとおり定め、当社ウェブサイト等において公表しており、当社グループの公正かつ正確 
な財務情報や経営方針、事業活動、ＣＳＲ活動などの企業情報を適時適切にわかりやすく提供することを、情報開示の基本方針としています。 
 
◆パナソニックグループ行動基準（パナホーム版） 
１．基本的な考え方 
　　私たちは、お客様や株主の方々はもとより、さまざまなステークホルダーに対して、当社の公正かつ正確な財務情報や、経営方針、事業 
　　活動、ＣＳＲ活動などの企業情報を、適時適切にわかりやすく提供するよう努めます。 
　　あわせて、社会からの当社に対する評価やご要望を謙虚に受け止め、これを事業活動に役立てるよう努め、透明性の高い企業であり続 
　　けます。 
 
２．法令・規則の順守 
　　当社は、証券市場に上場している企業として、証券関連法令・規則を順守します。また、インサイダー取引は断じて行いません。 
 
３．開示すべき情報とその方法 
　　私たちは、法令・規則などにより開示が要請される情報やその他開示すべきと判断する情報について、適切な内部統制手続きに基づき、 
　　正確、公正、そして、十分な内容であるよう努めます。 
　　また、開示時期についても、各国の関連法令・規則に従うことはもとより、タイムリー、かつ、公正公平に開示します。 
 
　・当社グループにおける適時開示業務を執行する体制 
　　当社グループでは、ディスクロージャー基本方針に則り、適時適切な情報開示を実行するため、インサイダー取引防止に関する規程およ 
　　び会社情報適時開示業務基準に基づき、開示担当組織および適時開示手続を整備しています。 
 
〔適時開示担当組織〕 
　・適時開示主管役員 ：総務担当役員 
　（情報取扱責任者） 
　・適時開示推進事務局長：総務部長 
　・適時開示推進事務局 ：〔主管〕総務部、経理部 
　・適時開示担当役員・責任者 ：適時開示事項別に定めた担当役員・所属最高責任者 
　・職能主管部署 ：経理部、経営企画室、広報・宣伝部、その他対象情報に応じて関係する部署 
 
〔適時開示手続〕 
１．情報収集 
　　適時開示事項に該当するおそれのある情報（以下「対象情報」という）は、適時開示担当役員・責任者および全社会議の事務局から、適時 
　　開示推進事務局長に対象情報を報告する体制を構築しています。 
　　また、適時開示推進事務局長から、適時開示担当役員・責任者および役員に対し、対象情報の有無について定期的に報告を求めています。 
　　さらに、対象情報のうち発生事実（リスク情報など）については、リスクマネジメント基本規程および全社緊急対策規程に基づき、情報入手 
　　者から所属最高責任者を通じて適時開示推進事務局長を含む各本社関係部門へ直ちに連絡する体制を構築しています。 
　　このほか、対象情報の有無を掌握するため、適時開示推進事務局長が必要に応じて所属最高責任者に報告を求めています。 
 
２．確認・照会 
　　収集した対象情報は、適時開示推進事務局が必要に応じて証券取引所や顧問弁護士などに照会したうえで、内容を事前に確認することに 
　　より、適正性かつ適法性を確保しています。 
　　また、対象情報が親会社であるパナソニック株式会社または当社の連結子会社の適時開示事項に該当する場合は、その開示の時期および 
　　方法について、適時開示推進事務局が当該各社と調整します。 
 
３．判断 
　　対象情報に対する適時開示事項の該非、対象情報の開示日などについて、適時開示主管役員が職能主管部署の所属最高責任者（以下 
　　「職能主管責任者」という）と協議し、適正・適法かつ迅速に決定します。 
　　なお、協議に当たって必要な場合、適時開示主管役員は、適時開示担当役員・責任者に都度、説明を求めることができます。 
　　協議の結果と要領について、適時開示推進事務局は、その記録を作成して協議関係者に配布するとともに、適時開示主管役員は、協議の 
　　結果と要領を取締役社長に直ちに報告します。 
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４．開示 
　　対象情報について、協議の結果、開示を決定した場合、適時開示担当責任者が作成した開示資料を適時開示主管役員および職能主管 
　　責任者が確認します。 
　　対象情報のうち、決定事実、決算情報および業績予想・配当予想の修正等については、開示する前に、取締役会または社長決裁において 
　　会社として公式に実施を決定し、発生事実その他の情報については、開示する前に取締役社長に報告したうえで、証券取引所が指定する 
　　方法（ＴＤｎｅｔシステム）により、取締役社長の指示を受けた適時開示推進事務局が直ちに開示することにより公表します。 
　　なお、開示までの間、関係する責任者は、情報セキュリティ管理規程に基づき、対象情報について、適正な情報セキュリティのもと厳重に管 
　　理します。 
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